
多主体連携による水災害に対応したまちづくり手法に関する調査研究

【主な調査内容】
2024年度
• 水災害リスクの軽減に資する取組を実施している地方
公共団体を対象とした、ヒアリング及び現地調査

• 不動産取引時の重要事項説明に水害リスク情報が追
加された影響に関するアンケートを分析
（アンケート実施主体：全日本不動産協会）

2025年度
• 近年に規模の大きな浸水被害を受けた地域における人
口動態や不動産取引動向の分析

• 民間事業者（損害保険会社、住宅メーカー）による、
水災害の軽減に資する取組に関するヒアリング調査

【まとめ】
地方公共団体による水災害リスクの軽減に資する取組
• 住宅等の建築に関する規制及び水災害リスクの軽減に資する補助制度、
雨水流出抑制の取組等、多様な取組を把握

重要事項説明への水害リスク情報追加
• 回答を得た宅建業者の56％が「水害リスクがより着目されるようになっ
た」と回答

浸水被害を受けた地域の人口動態、不動産取引動向
• 被災前後で比較すると、浸水被害を受けた地域では、市全域の傾向より
も、人口や世帯数の減少幅が大きい傾向

民間事業者による水災害リスクの軽減に資する取組
• 床上浸水対策は高額になりやすいため、現状の住宅の対策は屋外設備
のかさ上げ中心

• 従来の浸水想定区域図には、深い浸水深が表示されているため、浸水対
策の意味がないと受け取られるケースもある

輪中堤
（高知県日高村）

（別紙）

【背景・目的】
➢気候変動による水災害の激甚化・頻発化を踏まえ、あらゆる関係者の協働により総力戦で挑む「流域治水」への転換を行うと
ともにあらゆる主体による地域の防災力の向上が必要。

➢多様な主体による水災害に対応したまちづくりのさらなる展開に向け、土地利用やまちづくり、住まい方の工夫などの取組につ
いて基礎資料の作成を目的とする。

水災害リスクによる建築制限区域
（岐阜県坂祝町）

浸水地域の不動産取引動向
（福島県郡山市）

重要事項説明への水害リスク
情報追加による顧客の水害意識変化

黒線：市全域
その他：浸水地域

実績浸水深の周知看板
（ラインは浸水の深さを示す）
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